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共同募金を活用した財源確保の取り組み 

 

はじめに  

安心生活創造事業では、３原則の一つとして「地域の基盤支援を支える安定的

な地域の自主財源確保に取り組むこと」となっている。これは、国庫補助期間

終了後も事業が継続できるようにするために、公費や保険料、利用料に加え、

第 4のポケットとして寄付金や賛助会費等を募ることが財源確保の考え方とし

て出されている。そこで、共同募金による財源確保の取り組みについて報告する。 

１．安心生活創造事業における共同募金を活用した財源確保の状況 

２．「地域の新たな支え合い」を構築する募金の実施 

３．「災害ボランティア・NPO 活動サポート募金」の実施 

 

１．安心生活創造事業における共同募金を活用した財源確保の状況 

(１) 寄付を募ることによる財源確保⇒自動販売機や募金箱の設置などにより寄付

を受ける仕組みを進めている。 

【事例】 

・千葉県 鴨川市社会福祉協議会 自動販売機による寄付 

・愛知県 高浜市社会福祉協議会 自動販売機による寄付 

・神奈川県 逗子市社会福祉協議会 募金箱設置による寄付  

＊ 自動販売機や募金箱の設置による寄付を募っているが、大きな財源確保に

はなっていないのが実情である。また、逗子市は募金箱設置に関して「福祉協
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力店」の開発を進め、地域の商店・企業など７４か所が本事業を応援してもらう

仕組みを作っている。 

今後、本格的に寄付を募るには、関係者や利用者が地域の方々に本事業の必

要性を訴えるとともに、本事業への趣旨に賛同をいただき、寄付につなげること

が大きな課題である。 

 

(２) 共同募金会からの助成による財源確保⇒当該市町村組織から県共同募金会

への申請により助成を受けている。 

【事例】 

(２１年度)  

・宮崎県 美郷町社会福祉協議会 地域福祉活動車両の整備  ９９９．０００円 

(２２年度)  

北海道 福島町社会福祉協議会 安心サポート電話事業    ５０．０００円   

(２３年度) 

・秋田県 大仙市社会福祉協議会 安心生活創造事業    １００．０００円 

・新潟県 三条市社会福祉協議会 地域活動支援事業     ４００．０００円 

  

＊今後、国の予算措置が切れるにあたって、共同募金会からの助成を検討する市

町村もあるが、助成を受けるだけでなく募金運動ヘの参加や運動を通じて安心生

活創造事業を広めるなどの取り組みが課題である。また、これまで、共同募金会

から住民参加による日常生活支援事業(見守りや買い物支援)などへ助成を受け

ている推進市町村団体もあり、それとの連動や見直しなどを進めることも必要で

あると思われる。 

 



２．「地域の新たな支え合い」を構築する募金の実施 

（１）広島県共同募金会では、平成２１年度より全国に先駆けて共同募金運動の実施

期間（１０月１日から１２月３１日）を翌年の３月３１日まで拡大し、地域の「新たな支え

合い」を実現するための取り組みとして①地域テーマ募金 ②社会課題解決プロジェ

クト募金を実施している。 

 

① 地域テーマ募金 （地域活動支援プロジェクト） 

 

・「あなたの意志ある募金が笑顔あふれる地域社会をつくります」をキャッチフレーズ

に、地域の「新たな支え合い」を確立する取り組みとして各地域の社会福祉協議会等

の主導のもと「地域テーマ募金」を展開している。寄付者が使い道を指定できる使途

選択募金（ドナーチョイス）を活用している。 

・参加団体は、その活動資金を調達するため、地域課題を広くアピールしながら活動

の必要性を訴えるとともに赤い羽根募金への協力を呼びかける。この使途選択募金

などが共同募金会を通じて各団体の活動資金として助成される。 

 

 

②社会課題解決プロジェクト募金 

 

・「社会的な課題解決プロジェクト」は、喫緊に解決しなければならない社会的な課題

の解決のための支援活動などを進めている団体の参加のもと「社会的な課題解決プ

ロジェクト」を実施している。 

・参加団体は社会的な課題解決の必要性を広くにアピールしながら、活動の必要性

を訴えるとともに赤い羽根募金への協力を呼びかける。この使途選択募金などが共

同募金会を通じて各団体の活動資金として助成される。 

 

なお、二つの募金では、各団体が集めた募金と合わせて共同募金会からも助成する

マッチングギフトの仕組みとなっている。 

 

 

 

 

 

 



「社会課題解決プロジェクト」と「地域テーマ募金」の状況 

  
社会課題解決プロジェクト 地域テーマ募金 

平成 21 年 平成 22 年 平成 21 年 平成 22 年 

参加団体 10 団体 15 団体 5 団体 10 団体 

  募金額 26,055,849 円 17,510,660 円 3,071,519 円 5,342,820 円 

助成金交付額 40,863,736 円 21,305,922 円 4,675,412 円 12,712,856 円 

     ＊平成 21年度地域テーマ募金の目標額は総事業費の 1/３

の金額を目標額として設定している。   

 

(２) 安心生活創造事業の趣旨にあるように、地域の住民にとって必要なサービスを

継続的実施するためには、その財源も、公的な助成だけでなく、地域住民が主体

的に確保することが不可欠である。また、地域ごとの課題に柔軟かつ迅速に対応

するサービスを維持するためには、地域の課題を共有し、それに賛同する仕組み

を構築することが重要であり、公費や利用料等と効果的に組み合わせて運用する

とことが求められている。 

(３) この募金の仕組みは、10 月 1 日から 12 月 31 日までの共同募金に加え、新たな

募金財源が確保されるとともに、地域課題の発見や地域で活動している団体など

資源を把握・活用し、地域活性化等も視野に入れた財源づくりに取り組むことがで

きる事例である。 

安心生活創造事業においても共同募金が財源確保の手法だけでなく、地域課題を

社会にアピールする場であり、共感する人々が寄付により参加できる仕組みとして

活用していただきたい。また、活動する団体間の連携が生まれるなどのメリットも大

きい。 

 

３．「災害ボランティア・NPO 活動サポート募金」の実施 

(１) 中央共同募金会では、災害時における支援事業として①被災者への「災害義

援金」の受け入れと②「災害準備金」の運用を行ってきたが、このたびの東日本



大震災においては、厚生労働省の後援を得て、被災者のために活動するボラン

ティア・ＮＰＯへの支援金として③「災害ボランティア・ＮＰＯ活動サポート募金」を

実施している。 

東日本大震災は、かつてない長い支援活動が必要となり、そこで大きなチカラにな

るのは、被災地で活動をつづけるボランティア・NPO の人たちである。被災者に寄

り添い、協力し合い、復旧・復興に向けて継続的に支えていくためには、「支える人

を支える募金」が必要である観点から実施している。 

 

① 募集期間  平成 23年 3月 14日 から平成 24年 3月 31日まで 

② 目標額は 50億円。 

③ 募金額 2,942,807,716円（10月 14日現在） 

 

④ 助成件数・決定額 

 応募件数   決定件数 助成決定額 

第 1 次  125件   102件 2 億 142 万円  

  第 2 次 297 件   222 件  3 億 2,946 万円 

  第 3 次   405 件     288 件 3 億 5,132 万円 

 

 

(2)この募金では企業からの大口の寄付を始め、多くの個人からの寄付が寄せら

れている。それは、このたびの震災が、被害が極めて甚大であり、深刻な事

態であることから被災者への支援だけでなく、被災された方々への救援や支

援活動にはボランティアグループやNPOの活動の必要性を感じ、また、応援し

たいとする意志の反映である。 

 

・「災害ボランティア・ＮＰＯ活動サポート募金」は、「被災した人々をボランティアや

NPOなどが、被災地の人々と協力し合い、様々な活動を共に取り組み、人々のつ

ながりをはぐくみ等、被災地域コミュニティの再興に向けて市民の力を高める」事業

という視点を大切にしている。 



 

・このような理解が広がり、こうした活動を資金面で支援したいとすることか

ら多くの募金が寄せられたもので、このたびの震災におけるボランティア活

動の必要性や寄付文化を広げていく契機としたい。 

 

・また、このように「支える人を支える募金」は、安心生活創造事業における

取組みと通じるものである。災害時の取り組みは、日ごろの地域課題解決に

取り組む活動や住民同士のネットワークが重要であり、日常的な取り組みは

災害支援と通じるものととらえられる。先の災害では、地域における日常の

災害対策として助成していた活動が生かされた事例もある。 
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